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「ベター・ノーマル」創出の鍵となる
レジリエントな世代
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そこからの3カ月間、ミレニアル年次調査チームは調
査結果を分析し、ファインディングスからストーリーを
組み立て、5月初旬の発表を目指して報告書を作
成していました。しかしながら、この間にも世界的な
健康的・経済的危機は悪化の一途をたどり、その
時点までに収集していたデータによるインサイトの多
くが急速に時代遅れとなりました。これらのインサイ
トはもう別の時代、別の状況を反映するものとなっ
てしまったのでした。

これらの情報には現状でも使える情報が幾分かは
残っていましたが、まったく異なる文脈で分析する必
要がありました。そこで、私たちは直ちに小規模な
追加調査を企画し、第一次調査の約半数を対象
者として実施しました。（第一次調査は、ミレニア
ル世代43ヵ国およびZ世代20カ国、追加調査は13
カ国1を調査対象としました。）追加調査では、パ
ンデミックの影響を測定するため、第一次調査と同
じ質問を繰り返すとともに、パンデミック関連の問
題に焦点をあてた新規の質問を追加しました。

したがって、今年度の調査レポートは、パンデミック
発生以前、また、危機のさなかにあるミレニアル世
代およびZ世代の考え方・価値観を反映していま
す。このように複雑な状況のため、本レポートでは情
報を分かりやすく提示できるよう、極力工夫してい
ます。

この先のページでは、これらの若い世代が自分たち
の価値観や信念を曲げていないということにお気づ
きいただけるでしょう。それどころか、コミュニティや世
界におけるポジティブな変化を後押ししたいという彼
らの願いは、パンデミックによって一層強まりました。
また彼らは、企業や政府が世界をよりよくするとい
うことにコミットし、利益よりも人を大切にして、環境
の持続可能性、多様性・インクルーシブネスや所得
の平等を優先させるよう強く求め続けています。今
後のニューノーマルを迎えるにあたり、私たちは誰も
が現状をリセットし、ベターノーマル、つまり、輝かし
い未来を再創造する機会を持っているのです。

序文

MicheleParmelee
Deloitte Global Chief Purpose and PeopleOfficer

2020年度のミレニアル年次調査の第
一次調査は2019年11月下旬に始ま
り、年明け第一週に完了しました。分
析の最終フェーズにおいて、世界保健
機関（WHO）がソーシャルメディア上
で、中国湖北省において「肺炎の集
団発生」が確認されたと発表しまし
た。当時は知る由もありませんでした
が、世界は劇的に変わろうとしていた
のでした。
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はじめに：
レジリエントな世代

歴史家たちが2020年のCOVID-19パンデミックが社
会に及ぼした影響を評価する際には、ミレニアル世
代・Z世代の反応に目を惹くことになるでしょう。生ま
れた時から厳しい環境に耐え抜いてきたこの若い世
代は確固たる信念を持っており、自分たちの価値
観についての妥協を許しません。そして、まさにそのよ
うな姿勢こそが、最終的には社会の変化を導くのか
もしれません。パンデミックの各年齢層への長期的
影響を知るには時期尚早ですが、デロイトの2020
年度のミレニアル年次調査では、レジリエンスと決
断力で未来を確かに形作る若い世代の姿が浮き
彫りになります。

パンデミックに起因する強制休業は、これらの世
代、特に若いグループに大きな打撃を与えました。
4月下旬または5月上旬に追加調査に回答したZ世
代のほぼ30%、また、若いミレニアル世代（25歳～
30歳）の4分の1近くが「失業した」、または「一時
的な無給休暇を取らされた」と回答しました。ミレニ
アル世代全体でみると、約5人に1人が仕事を失っ
ているのです。

「物事が平常に戻ることはない。若者たちは、新しい世界を
破壊または創造することにおいて重要な役割を果たすだろ
う。それはある意味、素晴らしいことである。」2

—Jon Savage,
Teenage: The Creation of Youth 著者 1875－1945
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さらに、ミレニアル世代の27％とZ世代の23％が
「労働時間が削減された」と回答した一方で、一
部（ミレニアル世代8％、Z世代5％） は「労働時
間は増加したものの、相応の給与増加はなかった」
と回答しました。「パンデミックによる雇用・所得状
況への影響はなかった」と回答したのは、追加調査
を受けたミレニアル世代の3分の1と、Z世代の38％
のみでした。

昨年のミレニアル年次調査では、不安と悲観的見
方が目立ちましたが、驚くべきことに、パンデミックは
こうした感情の悪化には繋がらなかったようです。実
際、追加調査を行った13ヵ国のうち11ヵ国の回答
者が、5ヵ月前に行った第一次調査よりも低いスト
レスレベルを示しました。また、環境に対する見方は
より楽観的となり、経済的責任と貯蓄へのコミット
メントが強まったことに加え、政府、企業および自
身の雇用主のパンデミックへの対応に関しては、好
意的な評価がみられました。

だからといって、若者たちが環境や家族の幸福、長
期的なキャリアや経済的見通し、その他様々な問
題に対し懸念を抱いていないというわけではありま
せん。また、ストレスレベルが改善したからといって、
それが高い緊張感を感じていないということではあ
りません。それでも、今年の第一次調査と追加調
査を合わせてみると、まだ現役である上の世代が
経験したことのないような経済的・社会的問題の
中を生き抜いてきたミレニアル世代とZ世代は、今
のところパンデミックに対して柔軟に対応しているよ
うです。彼らはパンデミックによって大きな影響を受
けていますが、暗闇の中に勝機を見出すことができ
ているようです。ミレニアル世代やZ世代は、COVID-
19パンデミック収束後、より良い世界が出現するの
をただ待ち望んでいるわけではありません。彼らは、
変化を主導したいと考えているのです。

22020年デロイト ミレニアル年次調査
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今年の調査で明らかになった状況は、複雑ではあ
るものの楽観的です
• 第一次調査では、Z世代のほぼ半数（48％）
とミレニアル世代の44％の回答者が、いつも・
ほとんどストレスを感じていると回答しました。し
かし、追加調査では不安レベルが両世代で8ポ
イント減少するなど、パンデミックによって引き起
こされた混乱に希望の兆しが見えてきた可能性
があります。

• 第一次調査の回答者の半数は、気候変動に
よる被害を修復するのは手遅れだと回答しまし
た。しかし、追加調査ではこの数値は減少しま
した。これは、パンデミックが環境に与える影響
（経済活動の減少がエネルギー使用量の減
少、更には汚染を減少すること）を踏まえ、
「行動を起こせば、まだ地球を守る時間がある」
との希望を見出しているようです。

• パンデミックは個人の責任感を一層強いものに
しました。回答者の4分の3近くが、パンデミック
によって他者のニーズに一層共感できるようにな
り、自らの行動で地域社会にポジティブなインパ
クトを与えたいと思っていると回答しました。

• 両世代とも、パンデミック後には企業、特に小
規模の地元販売業者をより積極的に支援す
るために、特別な努力をすると回答しました。し
かし彼らは、自分たちと相反する価値観を表
明・行使する企業に対しては、ペナルティを科す
としています。

• 回答者の大半が、企業や政府のパンデミックへ
の対応を高く評価しています。しかしながら、今
回の危機においてとられた行動が、企業への全
体的な評価を改善するまでには至りませんでし
た。

• 多くの回答者はお金についての分別と知識を
持っています。長期的な家計がストレスの最大
の原因となっている一方、ミレニアル世代の半
数以上、およびZ世代の半数近くが貯蓄をして
おり、突然高額な支払が必要となっても対処で
きると回答しました。

• 企業が従業員のニーズ（多様性・インクルーシ
ブネス、持続可能性、リスキル）に対処するこ
とで、職場へのロイヤリティが高まりました。第
一次調査では、より多くのミレニアル世代が、「2
年以内に離職したい」よりも、「最低5年は会社
に残りたい」と回答しました。これは、デロイトが
2016年の調査でこの質問を取り入れて以来、
初めてのことです。パンデミックが企業へのロイヤ
リティにどのような影響を及ぼすかについては、
今後注視する必要があるでしょう。

COVID-19パンデミック後の世界は、間違いなくこれ
までとは異なり、ミレニアル世代やZ世代の理想
（前年度と今年度のミレニアル年次調査への回
答に反映されている）により近づくでしょう。これら
の世代は、グローバル全体がいかに早く回復できる
のか、ビジネスがいかに迅速に適応できるのか、そし
て人々がいかに機知に富んでいて協力的であるか
を目の当たりにしてきました。彼らは、パンデミック後
の社会が以前の社会よりも良くなる可能性を認識
し、それを実現するための粘り強さも持っています。
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COVID-19の影響：
ストレスレベルの低下、
個人的・社会的関心の変
化、強まる個人の責任感

ストレスおよび個人的不安
COVID-19の感染拡大が発生していなければ、
2020年度のミレニアル年次調査のハイライトは、第
一次調査で示されたZ世代とミレニアル世代の不安
感だけだったかもしれません。パンデミック以前は、Z
世代の半数近くとミレニアル世代の10人に4人以上
の回答者が、「いつも・ほとんどストレスを感じてい
る」と回答していました。性別でみると、女性がミレニ
アル世代で7ポイント（女性47％、男性40％）、Z
世代で11ポイント（同53％、42％）男性を上回っ
ていました。

調査前の時点において、パンデミックのさなかの追
加調査ではメンタルヘルスがさらに大きな問題にな
ると予想されましたが、驚くべきことに、ストレスレベ
ルは低下しました。追加調査を行った国では、「いつ
も・ほとんどストレスを感じている」と答えたミレニアル
世代は、パンデミック以前は50％、パンデミック後は
42％と低下しました。Z世代でもストレスレベルは
52％から44％に低下しました。

42020年デロイト ミレニアル年次調査
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このことから、二つの疑問について考えなくてはなり
ません。一つはパンデミック以前の第一次調査で
は、なぜこれほどまでにストレスレベルが高かったので
しょうか。そして、二つには、なぜ5ヵ月後の経済的・
社会的活動が制限される中で、ストレスレベルの
上昇が見られなかったのでしょうか。第一次調査が
実施された時期は、たしかに多くの市場にとってそ
もそもストレスの多い時期だったかもしれません。

様々な休暇、年末の仕事のプレッシャー、そして(北
半球における)寒さや日照時間の短さは、人々のス
トレスレベルを引き上げる傾向があるからです。しか
し、本当にこれらの要因は、パンデミックのような世
界的な健康危機・経済崩壊よりも憂慮すべきもの
なのでしょうか。

パンデミック後、ミレニアル世代とZ世代は、健康、
家族の幸福、仕事の見通し、長期的な家計の見
通しについて、より大きな心配を抱くようになりまし
た。しかしCOVID-19危機はまた、生活を強制的に
スローダウンさせたのも事実です。ホワイトカラー労働
者の多くは、今では自宅で働き、家族と長い時間
を過ごし、交通渋滞や満員電車・地下鉄での通
勤時間は減少しました。

「確かにロックダウンは精神衛生上の
問題を引き起こすものです。しかし、か
つての世界、すなわち長時間労働、ス
トレスの多い通勤、激しい人混み、
ショッピングセンター、無限にある選択
肢、大量消費主義、大気汚染、24
時間営業が構成している世界がメン
タルヘルスのユートピアだったふりをする
のはもうやめようではありませんか」

— Matt Haig, イギリスの小説家3

Q：どれくらい頻繁に不安やストレスを感じますか。

「いつも・ほとんどストレスを感じる」との回答は減少（追加調査）
ストレスや不安を感じる（いつも・ほとんど）

2% 1%

-3% -3% -5% -5% -7% -8% -10% -12%
-16%

-19%
-23%

3%

-1%
-7% -8%

-1%
-6% -4%

-17%

-2%
-8%

-11% -12%

-24%

ミレニアル世代 Z世代
42%

ミレニアル世代
-8%
第一次調査より
8％減

44%

Z世代
-8%
第一次調査より
8％減
第一次調査と比較した変化の割合（％）
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また、彼らの雇用はある程度影響は受けたものの、
大部分は失業するまでには至らず、勤務時間も減
少傾向にありました。

このパンデミックはストレス減少という予想外の効果
をもたらしましたが、ミレニアル世代やZ世代には、
夜も眠れないほどの心配事も依然として存在しま
す。パンデミックの前後の両方において、ミレニアル・
Z両世代で3つの問題が浮き彫りになりました。それ
は、「家族の幸福」、「長期的な家計」、そして「仕
事・キャリアの見通し」です。第一次調査と追加調
査で大きな変動はほとんどありませんでした。しかし、
興味深いことに、両方のグループにおいて「日々の
家計」が大きなストレスになっていると答えた人が減
少した一方、Z世代では「長期的な家計」を懸念す
る声が増加しました。

Q：以下の各項目は、どの程度不安やストレスを感じる原因となっていますか。
対象：不安やストレスを感じているミレニアル・Z世代

主なストレス原因は家族の幸福、長期的な家計、仕事の見通し（追加調査）
不安またはストレスの原因として（「多い」とされている回答の集計）

41%

41%

40%

34%

32%

25%

24%

23%

23%

19%

18%

41%

43%

46%

33%

36%

24%

27%

27%

25%

39%

20%

家族の幸福

長期的な家計

仕事・キャリアの見通し

日々の家計

自身の身体的・精神的健康

社会的・政治的情勢

自身の安全

自分らしくいられないこと

環境および気候変動

学校・教育

ソーシャルメディアの利用

ミレニアル世代 Z世代

第一次調査と比較した
変化の割合（％）
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54%

26%

75%

54%
43%

23%

70%

44%

予想外の高額な請求や
大きな出費に経済的に対処できる

過去6ヵ月の間に一括または定額の支払い期限を守れなかった、
または現在も守れていない

毎月の請求を全額支払うことができる
（クレジットカードを含む）

少なくとも給料3か月分または
それ以上の貯えがある

ミレニアル世代 Z世代

経済的には長期的な懸念と直近での安心感が混在
生活費を賄う十分な資金が必要なことはよくある
ストレスの種ですが、ミレニアル世代やZ世代にとっ
ては特に深刻な懸念となっています4。昨年の報告
書にもあるように、両世代とも2000年代後半の景
気後退により、彼らの賃金、貯金、キャリアパスは
大きな影響を受けました。本年の第一次調査で
は、自身の家計が翌年「悪化する」または「変化し
ない」と予想したミレニアル世代（50％）が、「改
善する」と答えた回答者（42％）を上回りまし
た。

追加調査実施国では、54％が第一次調査で同
様に悲観的な見方を示しましたが、それが今回の
危機で61％に急増しました。

上記は長期的観測であり、直近においては多くの
人にとって見通しはそれほど暗くないかもしれませ
ん。なぜなら、パンデミックの間は可処分所得を使
う機会が大幅に減るからです。これに伴って、個人
の貯蓄率は世界の多くの地域で上昇し、

ミレニアル世代とZ世代は少なくとも短期的には安
心感を抱いています。COVID-19パンデミックによる
雇用への影響で多くが失業や賃金の減少を経験
したにも関わらず、追加調査実施国では「予想外
の大きな出費に対応できる」または「少なくとも給
料3ヵ月分の貯えがある」とした回答者の数は、減
少しませんでした。さらに、「過去6ヵ月の間に支払
い期限を守れなかった」回答が大幅に減ったのに対
し、「毎月の請求を全額支払うことができる」との回
答は増加しました。

補足

Q：以下の文章がご自身に該当するかどうかを答えてください。

経済的な堅実さが、危機を乗り越える助けになる可能性があります
パルスサーベイで各項目に同意した人の割合（％）
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74%

72%

69%

64%

62%

65%

61%

60%

56%

54%

週・月単位でいくら使えるかを知るために、
積極的に予算を立てている

状況をきちんと把握したうえでお金に関する判断をするために
必要な知識を持ち合わせている

金融商品や金融サービスに関する判断に自信を持っている

長期的に明確な経済的目標を設定している

今後5年間における明確な経済的目標を設定している

ミレニアル世代 Z世代

これらの結果は、第一次調査に見られた、「一般
的にミレニアル世代はお金について堅実である」こと
を裏付けています。この経済面における慎重さの根
底には、「個人の家計は簡単に、一瞬で破綻する
可能性がある」という意識があるようです。ミレニア
ル世代やZ世代の多くは、これまで単に「十分なお
金を持っていないから」という理由からお金に対して
慎重にならざるを得ませんでした。しかし、この思慮
深さにより彼らはCOVID-19危機の間に恩恵を受け
ることとなりました。

世界全体でみると、パンデミック以前のミレニアル世
代は可処分所得の40％近くを貯蓄または投資し
ているとしていました。個人ローンを利用していたの
は彼らの4分の1未満にすぎず、住宅ローンがあった
のはわずか20％でした。平均ではミレニアル世代の
10％がまだ学生ローンが残っていると回答していま
した。ただし、国によっては40%の回答者は返済が
残っていると回答しました。

第一次調査では、両世代とも「短期的・長期的に
明確な経済的目標を設定している」ことがわかりま
した。彼らは金融商品や金融サービス（貯金口
座、職場年金、保険）に関する判断に自信を
持っており、（大半が一般的な金融商品について
あまり知らないと認めながらも）状況をきちんと把
握したうえで決断をするために必要な知識を持ち
合わせていると自負しています。

さらには、ミレニアル世代の4人に3人、およびZ世代
の3分の1が、積極的に予算を立ててやり繰りしてい
ると回答しました。

ミレニアル世代は上の世代が同じ年齢の時に保有
していたよりもはるかに少ないお金しか持っておら
ず、そしてこれから労働者としての稼ぎのピークにさし
かかる中で次なる景気後退に直面しています。その
ため、彼らにとって、少ないお金を大切にやり繰りす
る能力は大変有益なものとなるでしょう。

補足

Q:以下の意見について、どの程度同意しますか。

ミレニアル世代とZ世代には経済的な堅実さがみられます
パルスサーベイで各項目に同意した人の割合（％）
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31%

15%

21%

14%

17%

20%

28%

20%

20%

19%

19%

11%

気候変動・環境保護

医療・疾患予防

失業

所得格差・富の分配

犯罪・個人の安全

セクシャルハラスメント

22%

28%

23%

15%

17%

18%

30%

29%

27%

22%

20%

8%

医療・疾患予防

気候変動・環境保護

失業

経済成長

所得格差・富の分配

セクシャルハラスメント

ミレニアル世代 Z世代

追加調査では、予想通り、「医療・疾患予防」が
両世代で急増し、ミレニアル世代ではリストのトップ
（30％）に、Z世代では7ポイント上昇して22％と
なりました。また、パンデミック発生後は、「経済成
長」や「所得格差・富の分配」といった経済的な懸
念事項を上位3位として選択する傾向が強まりま
した。

しかしながら、パンデミック前に最大の懸念事項とさ
れていた「気候変動・環境保護」は、パンデミック後
もZ世代ではトップとなり、ミレニアル世代ではトップ
の「医療・疾病予防」とほぼ同列となりました。この
ことは、ミレニアル世代・Z世代にとって環境問題が
重要だということを示しています。

The Deloitte Global Millennial Survey 2020 9

社会課題：パンデミック前後の意識
個人的な問題や不安に直面しているにもかかわら
ず、ミレニアル世代とZ世代はCOVID-19発生前後
で変わらず、社会的課題に注目し続けています。

第一次調査で懸念する上位3項目を問われた
際、追加調査実施国のミレニアル世代は、その他
の問題を差し置いて「気候変動・環境保護」
（28％）を選び、次いで4つの懸念（「医療・疾
患予防」、「失業」、「所得格差・富の分配」、「犯
罪・個人の安全」）がそれぞれ約20％で続きまし
た。Z世代の間では、「環境」（31％）、「失業」
（21％）、「セクシャルハラスメント」（20％）が
懸念事項として挙がりました。

Q:（先ほど選択した）3つの課題のうち、どの課題を最も懸念していますか。

「気候変動」が依然として懸念の大半を占めるものの、「医療・疾病予防」も増加
ミレニアル世代およびZ世代における上位懸念事項

（追加調査）
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地球環境の保護
ミレニアル世代・Z世代にとっての地球環境保護の
重要性を疑う人がいるかもしれません。しかし、今
回の調査では、パンデミック発生前後で共通して
「環境・気候変動」が懸念する社会課題のトップと
してランクインしており、この世代の優先事項である
ことを示しています。第一次調査では、ミレニアル世
代とZ世代の両方が地球の健全性は深刻な状況
にあると考えていました。しかし、COVID-19パンデ
ミックが世界中の活動を減速させた結果、汚染が
進んでいると考えられていた地域で澄みわたった空
や水が見られるようになったことから、楽観的な見
方が出てきました。5

第一次調査では、ミレニアル世代の83％とZ世代
の79％が、「人間が気候変動の主な原因である」
と回答しています。全回答者の半数（ミレニアル世
代の51％、Z世代の49％)が、「社会は後戻りでき
ないところにまで来ており、気候変動により引き起こ
された被害を修復するには遅すぎる」と回答してい
ました。さらに、「地球の健全性を守るための現在・
未来の取り組みが成功すると思うか」という質問に
肯定的な回答をしたのは、ミレニアル世代のわずか
40％にすぎませんでした。（前年から8ポイント
減）

しかし、ミレニアル世代（追加調査実施国）の
「遅すぎる」との回答（54％）と「遅すぎることはな
い」との回答（37％）との間にあった17ポイントの
差は、パンデミックの最中に、わずか2ポイント差
（「遅すぎる」46％、「遅すぎることはない」44％）
にまで縮まりました。

Z世代における差はやや小さく12ポイントだけであっ
たものの、追加調査では悲観的な層が46％、まだ
地球を救うことができるとした層が44％と、その差
はやはり縮まりました。

Q：環境に関する以下の意見について、どの程度同意・反対しますか。（A）我々はもう後戻りできないと
ころに来ており、被害を修復するのは間に合わない。

気候変動による被害を回復させる可能性はまだ存在する
環境に関する以下の意見に同意・反対する人の割合（％）
「我々はもう後戻りできないところに来ており、被害を修復するのは間に合わない。」

54%

46%

37%
44%

一次調査 パルスサーベイ

52%
46%

40%

44%

一次調査 パルスサーベイ

同意 反対

ミレニアル世代 Z世代
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追加調査実施国の回答者の約5人に4人が、「パ
ンデミック対応から生じた環境への影響を踏まえる
と、企業も政府もより一層の環境保護努力をする
べきである」と回答しました。しかし、回答者のほぼ3
分の1が、パンデミックの経済への影響が原因で、
環境・気候変動に対する企業や政府の長期的優
先度が低くなるのではないかと懸念しています。

改善の見込み余地に関わらず、ミレニアル世代もZ
世代も、より良い地球を目指して引き続き日々の
習慣を変化させています。パンデミック以前の調査
だと、ミレニアル世代の半分以上（58％)が公共
交通機関の利用を増やし、半数がファストファッ
ションの購入を減らしたと回答し、3分の2
（64％）が使い捨てプラスチックの利用を減らして
リサイクルを増やしたと回答しました。ミレニアル世
代とZ世代のおよそ5分の1が自身をベジタリアンま
たは完全菜食主義者であり、ミレニアル世代の
40％が肉および魚の消費を減らしています。長期
的観点では、ミレニアル世代の62％とZ世代の
58％が「子供の数を決める際に環境について考慮
したことがある、または考慮する予定である」と回答
しました。これは、多くのミレニアル世代やZ世代に
とって、子供や家庭を持つことが最優先事項では
ないという昨年の調査結果と整合します。

Q：環境に対する懸念を理由に実践したのは次のうちどれですか。

ミレニアル世代は環境保全のための行動をとっている（第一次調査）
環境を守る行動：既に実施した／現在取り組んでいる
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65%

64%

58%

52%

50%

47%

40%

39%

34%

21%

20%

57%

55%

55%

42%

41%

42%

35%

28%

28%

23%

19%

リサイクルの努力を始めた／増やした

使い捨てプラスチックの利用を減らす対策をした

公共交通機関の利用を増やした／
徒歩・自転車移動を増やした

オーガニック食品や地元の食品の購入を増やした

ファストファッションを購入するのをやめた／
頻度を減らした

自分が購入するブランドの環境的側面について学習した

肉および魚の消費を
（完全に無くしてはいないが）減らした

家族計画にあたり、環境を考慮した

地域環境改善のために自分の時間を費やした

環境活動または抗議行動に参加した

ベジタリアンまたは完全菜食主義者になった
ミレニアル世代 Z世代
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76%

76%

75%

74%

71%

67%

65%

74%

75%

73%

73%

68%

62%

62%

今回のパンデミックが自分にとっての新たな問題を浮き彫り
にし、世界の様々な人々のニーズにより共感するようになった

パンデミックが自己の生活を向上させるための
ポジティブな行動を起こすきっかけになった

今回のパンデミックが自分にとっての新たな問題を浮き彫り
にし、地域社会の人々のニーズにより共感するようになった

パンデミックに関して、規制が解除されれば自分たちのコミュ
ニティにポジティブな影響を与える行動を起こすつもりだ

パンデミックに関して、自分たちのコミュニティにポジティブな
影響を与える行動を直ちにとった

パンデミックによって、人々は「正しいことをしようとしている」
のだと強く考えるようになった

パンデミックによって、世界中の人々が
「この困難を共にしている」のだと強く考えるようになった

ミレニアル世代 Z世代

強まる個人の責任感
ミレニアル世代およびZ世代の多くは、パンデミックを
きっかけに、自らのコミュニティでポジティブな変化を
促す助けになりたい、という想いを強くするようにな
りました。これらの世代はこの目的に突き動かされて
行動を起こす傾向がありますが、追加調査の回答
者のおよそ4分の3が、「パンデミックによって自分た
ちの新たな問題が浮き彫りとなり、地域社会や世
界の人々のニーズにより共感するようになった」と回
答しました。また、これと同じ割合の回答者が、「パ
ンデミックが自身の生活を向上させるためのポジティ
ブな行動を起こすきっかけになった」としています。さ
らに、4分の3近くの回答者が、「規制が解除され
れば自分たちのコミュニティにポジティブな影響を与
える行動を起こすつもりだ」と考え、10人中7人が、
「すでにそのような行動」をとっています。

個人の責任感が高まる中、パンデミックをきっかけ
に、世界中のすべての人たちが「困難を共にしてい
る」との感覚を覚えたミレニアル世代とZ世代です
が、一方では「粗野な態度が台頭している」と認識
していることも明らかになりました。事実、ミレニアル
世代の47％とZ世代の44％が、「社会全体として、
お互いに対する礼儀を失いつつある」と回答しまし
た。 Q：上記の意見について、どの程度同意または反対しますか。

パンデミックは、社会にポジティブな影響を与えたいとの共感・意欲を高めた
追加調査で以下に同意した回答者の割合（％）
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変わりゆく仕事の性質
失われた職場
パンデミック後の世界では、かつては物理的にオフィ
スで行う必要があった仕事の多くが、リモートで行わ
れるようになるでしょう。既に企業によっては、これま
でオフィスで勤務していた従業員に、常時在宅勤務
をする選択肢を与えていると発表しています6。

もちろんすべての仕事を自宅で済ませることができる
わけではありません。しかし、在宅勤務はかなりの職
種において実現可能となっており、案の定、COVID-
19危機によってその数は劇的に増加しました。追加
調査では、労働者である回答者のうちおよそ3分の
1が、「パンデミックが始まる以前からいつも・ほとんど
の時間を在宅（またはリモート）で勤務していた」と
回答しました。パンデミックのピーク期間となるとその
割合は半数をやや上回っています。一方、ミレニア
ル世代とZ世代の勤労者については、リモートワーク
を行った経験が一度もないと回答した人の割合は
パンデミック以前でおよそ45％でしたが、パンデミック
以後ではこの割合がわずか3分の1になりました。
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バーチャル環境での人事管理の準備が整っていな
い雇用主も存在したものの、追加調査の回答者
は、全体的に企業の行動を高く評価しています。
回答者のおよそ3分の2が、「雇用主が導入したIT
ツールのおかげで、従業員同士が互いに連絡を取
り合い、業務を継続することができた」と回答しまし
た。また、同数の回答者が、パンデミック期間にお
いて「従業員を支援するために雇用主が対応方針
（フレックスや休暇に関する方針等）を策定してく
れた」に同意しました。さらに調査に参加したミレニ
アル世代の半数が、「雇用主は、効果的なリモート
ワークを可能とするためにトレーニング、教育および
スキル開発の機会を提供してくれた」としました。ま
た、過半数（ミレニアル世代の59％、Z世代の
55％）の回答者が「雇用主は、私がオフィス外で
も生産性を上げていると信じてくれている」と考える
一方で、5人に1人は「管理職から生産性を信用さ
れていないと感じる」と回答しています。

ミレニアル世代とZ世代は、自宅で仕事をするという
選択を歓迎しているようです。60％超が、「パンデ
ミックの危機が去った後もリモートで働く頻度を増や
したい」と回答しました。また、ほぼ同数が「出張よ
りもビデオ会議を選ぶ」と回答しました。ロックダウン
中にクラウド型のコラボレーションツールが極めて重
要な役目を果たしたことにより、ビデオによって世界
中の人々と効率的につながることができ、また、環
境への影響も軽減できると期待しています7。

リモートワークには、費用面で目に見える効果があり
ます。従業員は、通勤、衣料、ドライクリーニングな
どにかかる費用を節約することができます。また、全
回答者の半数以上（56％）が、「在宅勤務が叶
うなら、生活費の安い大都市以外に住みたい」と
回答しました。また、費用面以外の魅力としては、
ミレニアル世代の3分の2が、「リモートワークによっ
て、よりよいワーク・ライフバランスが実現する」と回
答しました。

また、半数の回答者が、「自宅をオフィスにすること
で、より一層自分らしく仕事ができる」、と回答しま
した。この数字は、子供がいない層（43％）よりも
子供を持つ層（59％）の間で、そしてジュニア層
（42％）よりもリーダー層（62％）の間で高いも
のとなりました。また、ミレニアル世代の10人に7人
近くが、「将来、自宅で仕事をする（通勤は回
避）という選択肢があれば、ストレス軽減につなが
るだろう」と考えています。

Q：雇用主の敷地またはオフィスではなく、自宅またはリモートで仕事を行うことに関する上記の意見にどの
程度同意または反対しますか。

リモートワークが 「ノーマル」になってほしいという欲求
リモートワークについて以下の項目に同意した回答者の割合（％）（追加調査）

69%

67%

64%

61%

64%

63%

60%

57%

今後自宅で仕事をするという選択肢があれ
ば、ストレス軽減につながるだろう

リモートワークによって、
よりよいワーク・ライフバランスが実現すると思う

コロナ危機が去っても
リモートで仕事をする頻度を増やしたい

今後は、出張よりも
ビデオ会議をするほうを選ぶ

59%

56%

51%

49%

55%

56%

51%

53%

雇用主は、リモートワーク環境でも私の生
産性は保たれており、細かく監視する必要

はないと信じてくれている

今後リモートで働く機会が与えられるなら
ば、大都市以外に住みたい

コロナが原因で在宅勤務になってからはより
一層自分らしく仕事ができていると思う

雇用主は効果的なリモートワークを実現す
るためにトレーニング、教育およびスキル開

発の機会を与えてくれた

ミレニアル世代 Z世代
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従業員の要望への対応
雇用主が労働者のニーズに応えようとようやく腰を
上げ始めたからなのか、それともパンデミック以前か
らミレニアル世代が雇用安定の必要性を感じてい
たからなのかは定かではないものの、2016年に勤
続／離職意向についての質問を開始して初めて、
「5年以上現在の会社に留まりたい」との回答が「2
年以内に離職したい」との回答を上回りました
（第一次調査）。2年以内離職意向者の割合
が49％から31％に減少する一方で、現在の勤務
先に長く留まりたいと答えた回答者の割合は28％
から35％に増加しました。Z世代は引き続き離職に
興味を示していますが、「2年以内に離職したい」と
答えた回答者は半数のみであり、昨年の61%から
減少しています。

この点について第一次調査の回答者は、雇用主
が若い世代の価値観への対応を進めていることを
認識しています。ミレニアル世代のうち「雇用主が
多様でインクルーシブな職場環境を作り出している
と感じる」回答者の割合は昨年から若干（3％）
増えて71％となりました。「地域社会にプラスの影
響を与えている」も65％から69％に上昇しました。
また、自分の企業が健闘していることの一つとして、
「環境への負荷軽減」を挙げた人が61％に上りま
した。

注目すべきことに、この数字は、2年内離職意向者
層に比べ、5年以上勤続意向者層で22ポイントも
高く、企業の環境に対する責任感がロイヤリティに
影響していることが示唆されます。
トレーニングやスキル開発もまた、重要な役割を果
たしています。ミレニアル世代およびZ世代の多く
は、パンデミック以前から、自分たちの長期的な
キャリア展望について弱気でした。

今年の第一次調査では、ミレニアル世代のうち、
「将来成功するために必要なスキルや知識をある
程度は持っているがすべて持っているわけではない」
と考えている層が12ポイント減少（57％から
45％）したのに対し、「適切な能力を備えていると
いう確信がない」という層は9％から17％に急増し
ました。また、「テクノロジーは仕事を増強する」と回
答したミレニアル世代が49％から37％に減少した
一方で、「第四次産業革命 が自分たちの生計に

Q：あなたが現在働いている組織※において、上記の実施状況はいかがですか。あなたの意見をお答えください
（※複数の組織に所属している場合は、最も長い時間を過ごしている組織について回答してください。）

ミレニアル世代・Z世代の関心に応えようと一層の努力を試みている雇用主（第一次調査）
「きわめて健闘している」「かなり健闘している」を選択した割合（％）

71%

69%

69%

67%

66%

65%

63%

61%

71%

70%

69%

69%

69%

68%

67%

63%

多様で包括的（インクルーシブ）な職場環境を作り出している

地域社会にプラスの影響を与えている

財務実績・利益

働きがいがあり、刺激的な職場環境を提供している

従業員満足度

トレーニングやメンター制度を通して従業員開発を支援している

必要な人材を魅了し、つなぎ留めている

環境への影響を減らしている・制限している

ミレニアル世代 Z世代

31%

49%

43%

38%

44%

2020

2019

2018

2017

2016

ミレニアル世代
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どのように影響するか分からない」との回答は10％
から18％に増加しました。

このような未知の状況にパンデミックが重なったた
め、追加調査でストレスを抱えていると答えた回答
者の40％以上が、「仕事やキャリアの見通し」が不
安の「大きな」原因になっていることを認めました。

企業のリーダーたちは、人材開発に熱心に取り組
み、生涯学習の文化を創出していると主張してい
ます8。このことは、ミレニアル世代の3分の2が、「雇
用主はトレーニングやメンター制度を通して人材開
発をサポートしてくれている」と回答していることに整
合します。これは、2年前に比べるとはるかに高い数
字です。

パンデミックの経済的な影響が、危機以前（第一
次調査）に観察されたロイヤリティの向上にどのよ
うな影響を与えるかについてはまだわかりません。休
業中に失業した人たちは、雇用主に責任を問うで
しょうか。危機が去った後、人々は雇用の安定性
を求め、ますます転職を控えるようになるでしょうか。
このような質問を追加調査に含めるのは、時期尚
早でした。しかし、パンデミック中に雇用主のとった
行動が、在職者のロイヤリティを高めた可能性があ
るのは明らかです。追加調査に回答した勤労者の
10人中6人以上が、「雇用主のとった行動により、
現在の会社で長く働きたいと思うようになった」と回
答しました。
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67%

67%

67%

67%

66%

64%

62%

58%

67%

65%

64%

63%

66%

61%

60%

60%

雇用主は定期的に明確で有益なコミュニケーションを図った

私や同僚をサポートするために雇用主がとった行動に満足している

雇用主は、パンデミック期間に従業員をサポートするための対応方針を策定している
（フレックスタイム、病欠・休暇方針等）

雇用主が用意したITツールのおかげで、
従業員が互いに連絡を取り合い業務を継続することができた

雇用主のパンデミックへの対応スピードに満足している

雇用主の危機対応のおかげで、混乱が最小限に抑えられた状態で業務を継続できた

雇用主の行動によって、現在の職場に長く留まりたいと思うようになった

雇用主は危機の間、精神面の健康をサポートするために行動してくれた

ミレニアル世代 Z世代

雇用主のパンデミック対応への高い評価
COVID-19ウイルスの流行以前、ミレニアル世代は
「仕事、上司および同僚におおむね満足している」
と答えていました。彼らは、「職場でサポートされてい
ると感じており、雇用主によってモチベーションが与
えられ、職場の環境は活気づいている」と回答して
いました（2018年の56％から66％に増加）。雇
用主が築いたこの信頼は、危機の間にさらに高まり
ました。

追加調査では、ミレニアル世代とZ世代の3分の2
が、「雇用主のパンデミックへの対応スピードと従業
員への支援に満足している」と回答しました。従業
員のソーシャルディスタンスを可能にした施策の実
施やテクノロジーの提供についても、同レベルの評
価がなされました。

回答者は、「雇用主が混乱を最小限に抑えつつ
業務を継続できるように支援をしてくれた」と答え、
全体のおよそ60％が、「雇用主は危機の間、メンタ
ルヘルスを支援するために行動してくれた」と回答し
ました。また、ミレニアル世代とZ世代の大部分が、
「雇用主は利益を犠牲にして従業員やクライアント
および顧客を助ける動きをしてくれた」と考えていま
す。

補足

Q:特に現在の雇用主のCOVID-19対応について、上記の意見にどの程度同意または反対しますか。

パンデミックに対する雇用主の対応は高く評価されました
追加調査で「大いに同意する」または「やや同意する」を選択した人の割合（％）
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メンタルヘルスを支援する重要性の高まり
ミレニアル世代とZ世代は上の世代よりもストレスを
問題視し、メンタルヘルスを重要視する傾向にある
ようです。雇用主はこのことを明確に考慮しておく
必要があります。

第一次調査で質問に回答したミレニアル世代とZ
世代の半数が、「ストレスは仕事を休む正当な理
由だ」と考えており、実際、ほぼ3人に1人が過去1
年間にストレスが理由で仕事を休んだと回答しまし
た。これは雇用主にとっては確実に生産性に影響
します。
しかし、ミレニアル世代・Z世代には、「ストレスは恥
である」との根強い意識があるようです。例えば、ス
トレスや不安が理由で仕事を休んだミレニアル世代
のうち、雇用主に休暇の理由をストレスと伝えた人
の割合はわずか44％（Z世代では38％）でした。
多くの人は、特に女性に多いのですが、他の理由
を雇用主に伝えたと回答しています（女性54％、
男性45％）。欠勤に率直な態度をとるミレニアル
世代は、組織がメンタルヘルスに対して「強力なサ
ポートを提供している」（52％）との回答が、「ほと
んど提供していない」または「まったく提供していな
い」（16%）との回答よりも3倍も高くなりました。

不安から来る身体的および精神的な負担は、仕
事を休む原因となるだけではありません。仕事のパ
フォーマンスにも影響が及ぶことがあり、究極的には
仕事へのロイヤリティにも影響を与える可能性があ
ります。これは、雇用主が注視すべき深刻な問題
といえるでしょう。

補足
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ビジネスに対する評価は全体として低下
雇用主への満足度が向上したからといって、それに
よってミレニアル世代やZ世代のビジネスに対する評
価がポジティブになったかというと、そういうわけでは
ありません。COVID-19への企業の対応については
概ね好意的な評価となっているものの、企業運営
については依然として好ましい評価とはなっていませ
ん。過去のミレニアル年次調査では回答者から強く
信じられていた、「企業は社会にポジティブな影響を
あたえる存在である」という回答は、本年も引き続
き減少しました。

第一次調査では、ミレニアル世代のわずか半数
（51％）が「企業は社会にポジティブな影響を与
えている」と回答し、3年前の76％、昨年の55％に
比べて減少しました。それから 5カ月後の追加調査
では、企業のパンデミック対応には好意的な考えが
示された一方で、「企業は社会にポジティブな影響
を与えている」に同意したのは、追加調査実施国の
ミレニアル世代のわずか41％（およびZ世代の
43％）にとどまりました。

レピュテーションを高めようと
苦心する組織
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なぜこのような結果になったのでしょうか。企業に対
してもっとも否定的な態度を示した人たちが、家
計・経済状況、社会的・政治的状況および環境
に対して悲観的な見方を示しているという事実は
注目に値します。そしてこのような回答者の多くが、
パンデミックによる犠牲がもっとも甚大だった国々に
住んでいるということも、おそらく偶然ではありませ
ん。

また、回答者が目にしたポジティブで「地域的」な活
動が、企業の「世界的な」認知を高めていないこと
も原因かもしれません。

「レピュテーションを築くのには数年かかり、それが失
われるのは一瞬である」という格言があります。危
機の間に少しばかり建設的な活動をしたとしても、
多くのミレニアル世代やZ世代の企業に対する評価
を覆すには充分ではないようです。ただし、これが初
めの一歩になるかもしれません。

リーダーたちは、これまでに得た危機対応に対する
高い評価に自信を持ち、これを土台にさらに善い
行いを積み上げることができるでしょう。

ビジネスリーダーの評価は停滞
ミレニアル世代とZ世代の間では、企業の方が、そ
れを導くリーダーたちよりも高い評価を得ています。
第一次調査において、「ビジネスリーダーが自分や
自分を取り巻く世界にプラスの影響を与えてい
る」と回答したのは回答者のおよそ3分の1だけで
した。それでもこの結果は、政治（22％）や宗
教リーダー（29％）に対する評価よりも高い数
字です。ミレニアル世代の52％が、「政治リーダー
は世界にマイナスの影響を与えている」と考えてお
り、その割合はビジネスリーダーの2倍となりました。
また、いずれの世代でも、非営利団体や活動家
のリーダーがもっとも高い評価を得ました。

パンデミックで被害を受けた企業を支援する
ミレニアル世代とZ世代の大半は、「パンデミックによる強制休業からの回復支援策として、中小企業が税金から支払わ
れる政府の援助を受けることに問題はない」と考えています。ミレニアル世代の84％およびZ世代のほぼ同数が、「企業に
は政府から経済的支援を受ける資格がある」と回答しました。追加調査の全回答者の過半数が、「大企業も経済支援
の対象とするべき」だと回答しました。
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小売業者に対する支援
第一次調査と追加調査の両方において、ミレニア
ル世代が「個人的体験や商品満足度を超えた要
因でビジネス関係を続けたりやめたりすることにため
らいはない」とした昨年の結果が、再度確認されま
した。

ポジティブな側面としては、ミレニアル世代の80％
近くとZ世代の70％以上が追加調査で、「パンデ
ミックが終わったら地元の中小企業から商品やサー
ビスを購入し、彼らの事業存続の助けとなるよう一
層努力する」と回答しました。また、全回答者の
60％が、「パンデミックの間に自社の労働者を守り
社会に好影響を与えた大企業の商品やサービスを
より多く購入するつもりである」と回答しました。

第一次調査では、ミレニアル世代の38％が「環境
にプラスの影響がある商品やサービスを提供する企
業との関係を開始した、または深めた」と回答しま
した。3分の1が、「善い行いと利益のバランスを達
成した企業に対して上記と同様に行動した」と回
答し、ほぼ同数が「個人情報を保護する能力を示
す企業に対して好意的に行動した」と回答しまし
た。

一方で、回答者の3分の1は、「企業が環境に悪
影響を及ぼしているため、ビジネス関係をやめた、ま
たは減らした」と答え、4分の1は、企業の個人情報
保護能力を信頼できなかったという理由で取引か
ら手を引きました。

さらに、ミレニアル世代の4分の1は、「平均的従業
員と上級管理職の給料や報酬における格差が原
因で、企業を敬遠した」と回答しましたが、これは
所得格差に対するミレニアル世代の懸念と、公平
な社会への願いを考慮すれば、驚くにはあたらない
でしょう。

世界のミレニアル世代の22％が、「CEOの政治的
問題に対する態度が原因で企業との関係をやめ
た、または減らした」と回答した一方、12％が「CEO
の政治的見解に魅力を感じた」としました。ミレニア
ル世代の消費者のうち3分の1が「CEOから何かしら
の影響を受けた」と回答した事実は、CEOという役
割の力を示しています。すなわち、リーダーの個人的
な意見や発言は、企業に恩恵を与えるよりも2倍
の確率で不利益をもたらしているのです。このことか
らCEOたちは、政治的な問題に対して立場を公言
することの利点と危険性を慎重に評価したいと思う
かもしれません9。

補足
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63%

61%

59%

55%

54%

53%

61%

60%

56%

51%

51%

51%

自国の政府は、COVID-19流行阻止に必要となる適切な制限や
措置を講じている
自国の政府は一般に向けて、

定期的に明確で有益なコミュニケーションを図っている
自国の政府は、パンデミック期間に労働者をサポートするために

適切な行動をしている
自国の政府は、パンデミックの経済的影響を抑えるために、

中小企業の支援を上手くやっている
自国の政府は、パンデミックの経済的影響を抑えるために、

大手企業の支援を上手くやっている

自国の政府のパンデミックへの対応スピードに満足している

ミレニアル世代 Z世代

政府やメディアに対する評価
追加調査において、COVID-19パンデミックに対する
各政府の対応についての見方は、予想通りまちま
ちとなりました。

全体としては、回答者の60%強が、「自国の政府
の行動は適切であり、ウイルス拡散防止のために
適切な制限や措置を講じた」ことに同意しました。
インド、オーストラリア、韓国およびカナダのミレニアル
世代とZ世代が政府の仕事ぶりについて最高の評
価を与えました。一方で、ブラジルや日本の回答者
の評価は芳しくありませんでした。これらの政府は、
危機対応におけるスピード（または対応の欠如）
についても同様の評価を受けました。スペインでは
政府の対応スピードは遅かったものの、対応全般と
しては全体の平均に近い評価となりました。

各国の政府は労働者支援においてもまずまずの評
価（ミレニアル世代59％、Z世代56％）を得てお
り、過半数を若干超える回答者が、政府による中
小企業および大企業に対する支援策を評価しまし
た。ここでも、インドやオーストラリアの回答者は平均
をはるかに上回る評価をした一方、日本での評価
は最低となりました。

伝統的なメディアは、ミレニアル世代の間での評判
を、やや取り戻しました。第一次調査では36％が
「マスコミは世界にマイナスの影響を与えていると回
答しており、これは最高の結果とは言い難いです
が、昨年の43％に比べれば改善しました。

ミレニアル世代の37％が、「メディアはネガティブでは
なくポジティブな影響を与えている」と答え、約半数
が「自国の報道機関はバランスのとれた報道をして
いる」としたのに対し、43％が「ニュース報道は偏向
している」と回答しました。

Q：自国の政府に目を向けたとき、政府のコロナ対応に関する上記の意見にどの程度同意または反対しますか。

パンデミックに対する政府の対応への評価はまちまち
追加調査で以下の項目に同意した回答者の割合（％）
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結論：
リーダーおよび社会への
メッセージ

コロナ禍では、世界中の組織が驚くべき敏捷さを
もって、文字通り一夜にしてビジネスモデルを変えま
した。リモートワークの仕組みをいち早く導入し、ビジ
ネスプロセス全体を影響の少ない地域に移し、複
数企業の協力を受け入れることで、一時解雇され
た従業員を部門横断で再配置しました。官僚主義
は、一貫して緊急性や結果より後回しにされまし
た。

企業が前進するにあたり、迅速かつ機敏な意思決
定を行う企業文化を醸成することも重要となるで
しょう。パンデミックは、社会、制度および個人を大
きく変化させ、私たちの慣れ親しんだ構造を揺るが
せました。リーダーにとって、これらの変化は、対処す
べき企業・社会基盤の大きな変化と新たな不安要
素となるでしょう。また同時にリーダーたちは、新たな
視点と一層野心的な目標を持って、企業を再出
発させる機会を得たともいえるのです。
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新たな「ベターノーマル」の構築に際してはミレニアル
世代とZ世代の視点がきわめて重要になるでしょ
う。雇用主はこれらの世代と対話し、彼らの関心
事に耳を傾け、なぜ特定の問題が彼らにとって重
要なのかを理解する必要があります。リーダーもま
た、どうすれば職場を働きやすくフレキシブルにでき
るか、トレーニングやツールを提供して将来への準備
を支援し、従業員の成功を後押しできるか、また、
従業員が個人的な目標と職業上の目標を両立
するにはどうすれば良いかについて、意見を求めて
いく必要があります。

リーダーはまた、企業による目的主導型の行動は3
重の効果を創出する可能性があると認識する必
要があります。これらの施策は社会に貢献するだけ
ではなく、企業を助け、従業員の関心事にもプラス
の影響を与えるのです。考えられる活動としては以
下が挙げられます。
• リーダーは、すべての人々にとって世界を良くする
というコミットメントを表明し、利益よりも目的が
優先することを体現します。このことは、先日、
世界経済フォーラム10およびビジネス・ラウンドテー
ブル11が示した「株主資本主義から広範な利
害関係者に向けた資本主義への移行が必要」
との声明と一致するものです。

• 気候変動問題に対処すべく、環境を持続する
ためのプログラムを実施します。

• 従業員がコミュニティに参加する機会を増やしま
す。

• 組織内で多様性とインクルージョンを徹底し、
所得格差を減らし、公平な富の分配を行う報
酬体系を構築します。

• 最後に、従業員のメンタルヘルスが雇用主に
とって優先事項となっていない場合は、優先度
を上げる必要があります。雇用主は従業員のメ
ンタルヘルスの問題の根本的な原因を突き止
め、理解し、そこで学んだ内容に基づいてプログ
ラムを作成・更新する必要があります。効果的
なアプローチは、従業員にとっても企業にとっても
有益です。

これら若い世代の要望や優先事項は、パンデミック
後の世界で見直され、実を結んでいくことでしょう。
本調査は彼らが今回の危機への反応として、より
良い明るい未来を生み出すことにコミットしていると
いうことを明らかにしました。なぜなら、彼らが問題
視してきた社会構造上の危機がパンデミックによっ
て浮き彫りになったからです。
より公平な世界を築くため、ミレニアル世代とビジネ
スリーダーは協力することが可能であり、またそうする
必要があるのです。

私たちは今、岐路に立っています。良くも悪くも、世
界は急速に変化しています。私たちは、リセットし、
より輝かしい世界を作り出すチャンスを得ているので
す。私たちの未来、そしてその後何世代にもわたる
未来は、この機会にかかっています。
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ミレニアル世代とZ世代の
心情モニタリング

2019年のミレニアルサーベイでは、回答者の気分を
測定するため、Mood Monitorという指標を使い始
めました。この指標は、「世界と自分はより良くなる
だろう」という、ミレニアル世代とZ世代の楽観度をス
ナップショットとして捉えるものです。グローバルで行わ
れた第一次調査を基にした2020年度指標では楽
観性が昨年と比較して若干減少していましたが、
追加調査ではパンデミックの影響を受け、この楽観
度は大幅に低下しました。

指標スコアは、5つの質問に対する回答に基づいて
います。
経済 今後12ヵ月で、経済全体は、改善する、悪
化する、変化しない、のいずれになると思いますか。
社会・政治 今後12ヵ月で、社会・政治の状況
は、改善する、悪化する、変化しない、のいずれに
なると思いますか。
家計 今後12ヵ月で、あなたの家計はどのように
変化すると思いますか。
環境 あなたは地球環境を保護し、持続させる取
り組みの効果について、全体的に楽観的に捉えて
いますか、それとも悲観的に捉えていますか。
企業 企業は、広範な社会に対し、どのような影
響を与えていると思いますか。
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Mood monitorスコアは0ポイント（完全な悲観）
から100ポイント（完全な楽観）で算出されます
12。この手法により、時系列の変化だけでなく、ある
年における地域別の比較および人口統計グループ
別の比較が可能となります。

今年の年次指数は、第一次調査に基づくと、ミレ
ニアル世代で37ポイントであり、初回調査から2ポ
イントの減少となりました。Z世代では39ポイントで
した。5ヵ月後の追加調査（13ヵ国）ではミレニア
ル世代では38ポイントから32ポイント、Z世代では、
39ポイントから35ポイントに低下しました。

第一次調査では、ミレニアル世代は自国の経済と
社会・政治情勢について前年度より楽観的でし
た。増加分は追加調査では消えてしまいましたが、
追加調査実施国でこの6ポイント分が減少した主
な理由としては、企業が社会に与える影響につい
ての意見が10ポイント減少したこと、そして自身の
家計に対する楽観度が9ポイント下がったことによる
ものでした。パルスサーベイ実施国のZ世代について
は、これらのカテゴリーにおいて9ポイントの減少が報
告されました。

いずれのグループにおいても女性より男性の方が楽
観度が高く、パルスサーベイ実施国のミレニアル世
代では6ポイント、Z世代では7ポイントの差がありま
した。ただし、いずれの世代グループにおいても、第
一次調査から追加調査にかけて、男性の楽観度
は女性よりも2ポイント多く減少しました。

地理的観点で見ると、韓国とオーストラリアのミレニ
アル世代およびZ世代では、第一次調査よりも追
加調査において高い指標結果が報告されました。
追加調査実施国のミレニアル世代では、パンデミッ
クで大きな被害を受けたスペイン、米国、英国およ
びブラジルにおいて指標数値が10ポイント以上減
少しました。この減少幅は、Z世代ではそれほど深
刻ではなく、ブラジルのみが二桁の減少を見せまし
た（ただし、これはブラジルで危機が加速した5月よ
り前の結果です）。
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調査方法
2020年度は、次の2つの調査を行いました。初回は
オンラインアンケート形式で、COVID-19感染拡大以
前（2019年11月21日から2020年1月8日）に実
施されました。二回目の調査も同様の方法によっ
て、世界的パンデミックのさなかである2020年4月28
日から2020年5月17日の間に実施されました。

初回の調査（第一次調査）では43ヵ国13,715名
のミレニアル世代と、20ヵ国4,711名のZ世代の回答
を得ました。それに続く二回目の調査（追加調
査）では、パンデミックの影響を受けた（影響の程
度は異なる）13の大規模な市場の、ミレニアル世
代5,501名、Z世代3,601名を対象としました。第一
次調査の回答者は、追加調査では対象外としまし
た。
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第一次調査のミレニアル世代の回答は、前年度
以前の調査結果と比較可能な設問があります。
ただし、Z世代については、2019年度に10ヵ国だっ
た調査ベースが2020年度の第一次調査では20ヵ
国に拡大したため、比較が統計的に適切ではあり
ません。また、追加調査の結果を前年度以前の結
果や、2020年度のグローバルサーベイの広範なデー
タと比較することは適切ではありません。なぜなら、
これらのデータセットの回答者は、追加調査に比べ
て多様性のあるグループだからです。

この調査の対象となっているミレニアル世代は1983
年1月から1994年12月の間に生まれた人々です。
Z世代の回答者は1995年1月から2003年12月の
間に生まれた人々です。

本レポートは、大組織の役員、ギグエコノミーの参加
者、無給で働いている人、または失業中の人に至
るまで幅広い回答者を対象としています。また、Z
世代のグループには、単位を取得し終わった、また
は取得を目指している学生、職業訓練を修了し
た、または修了予定の人たち、そしてこれから高等
教育に進む、または進まないかもしれない中等学
校の学生たちも含まれています。

ミレニアル世代とZ世代の回答は、しばしば似たよう
な結果を示しました。サンプルの規模は27,528人
（初回調査対象の18,426人と二回目の調査対
象の9,102人)であり、デロイトが本レポートを発表し
始めて以来の9年間において、ミレニアル世代・Z世
代を対象とした調査としては最多の回答者を得ま
した。
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第一次調査実施国の内訳（2019年11月～2020年1月）
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追加調査実施国の内訳（2020年4月～2020年5月）
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